
令和２年度 汎用性の高い行動変容プログラム-特定保健指導の実施率向上-

【目的】 特定保健指導を円滑かつ効果的に実施し、実施率を向上させる。

１．現況

【令和元年度、平成30年度の状況】
令和元年度の大阪府市町村国保の特定保健指導実施率は、19.1%。全国市町村国保の実施率は、29.3%。

平成30年度の大阪府市町村国保の特定保健指導実施率は、18.5%（全国40番目）。全国値28.9%。

（市町村国保特定健康診査等実施状況(令和元年度速報値) 国保中央会）。

しかし、令和元年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた結果のため、例年との比較には注意が

必要である。
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４．今後の展望と方向性
 プログラムの見直し
 他の事業との連携

プログラム(改訂)を作成した。今後も各機関との調整を図りつつ、大阪府の特定保健指導の受診率向上
への取り組みをより一層進めていきたい。

２．令和元年度の取り組み実態

結果
「特定保健指導の受診率向上」から、大阪府市町村国保の令和元年度受診率向上策の取り組み状況を示し、

令和元年度の大阪府市町村国保の利用率・実施率を参考値として、同年度の第3期特定保健指導の取り組み状況の検討を行った。

 特定保健指導の委託状況の割合については、動機付け支援・積極的支援ともに、市町村直営では減少し委託では増加した。

 未利用者対策実施の割合については、個別健診・集団健診ともに、全未利用者への実施は減少し、一部未利用者への実施は増加した。

 第3期特定保健指導の運用実施については、「実績評価までの期間の短縮」は、平成29年度からの市町村実施割合の増加率が高く、
上位グループ（令和元年度の大阪府市町村国保実施率より高い市町村）の8割以上で実施されていた。

「市町村国保 特定健診・特定保健指導の実態調査」からは、「特定保健指導の実施率向上の取り組みをするにあたっての課題について」
「特定保健指導の実施率向上の取り組みをするにあたって求める支援について」を確認した。
 課題については、「医師からの健診結果説明内容と保健指導内容との間のずれ」が最も高かった。

 求める支援については、「健診実施機関から対象者への特定保健指導・保健指導の利用勧奨」「健診結果の早期入手」が過半数を超えた。

３．汎用性の高い行動変容プログラム(改訂)

考察
 特定保健指導の委託により、スタッフ・対象者ともに利点はある。

しかし、委託と直営の間で保健指導の質に差が出ないよう
定期的な打ち合わせ、連携、視察などの管理が必要である。

 一部未利用者への対策を実施した市町村の中には、
通知手段・時間帯の工夫以外に部門間連携も取り入れていた。
市町村の実情や課題に合わせた工夫は、今後も必要である。

 第3期特定保健指導の運用実施の
「実績評価までの期間の短縮」は、市町村が取り組みやすく、
実施率向上の結果につながりやすい項目であることが伺える。

注釈
本報告書は、法定報告の数値をもとに作成している。


